
想定配当等利回り ％

解約額 円 口 名

償還額 円 口 名

ファンドの財務諸表監査
の有無

発行者との関係

出資金払込口座の所在地

資金の流れ

（注意事項）
１ 法第２条第２項第６号に係るみなし有価証券ごとに表を作成して記載すること。た
だし、発行者が関係会社以外であって、発行者から記載事項にかかる情報を入手でき
ない同号に係るみなし有価証券については、「権利の名称」の欄に、権利の名称又は種
類を記載し、「出資者数」の欄のみ記載すれば足りる。
当事業年度において募集の取扱い又は私募の取扱いの実績がなくとも、過去に募集
の取扱い又は私募の取扱いを行った同号に係るみなし有価証券で、存続期間の終期が
当事業年度以降に設定されているものについては、当該みなし有価証券についても記
載すること。
存続期間の終期が存在しない又は存続期間の終期を把握できない同号に係るみなし
有価証券については、「存続期間の終期」の欄に、それぞれ「なし」又は「把握不可」
である旨を記載して、募集の取扱い又は私募の取扱いを行った日を含む事業年度以降
５事業年度の事業報告書に記載すること。
２ 本表は当事業年度末を基準時として作成すること。ファンド（法第２条第２項第６
号に係るみなし有価証券を有する者から出資又は拠出を受けた資産をいう。以下この
注意事項において同じ。）の計算期間と移行期間特例業務の届出を行った者の事業年度
が異なる場合には、当事業年度末以前の直近の計算期間末を基準時として記載するこ
と。
３ 「事業の内容」の欄には、出資又は拠出を受けた金銭を充てて行う事業の内容を具
体的に記載すること。
４ 「有価証券の種類」の欄には、外国の法令に基づく権利であって、「民法上の組合契
約」、「匿名組合契約」、「投資事業有限責任組合契約」、「有限責任事業組合契約」、「社団法
人の社員権」又は「その他の権利」に類するものの別について記載すること。また、「そ
の他の権利」に類するものにあっては、具体的にその内容を記載すること。なお、そ
の準拠法の名称及び主な内容を記載すること。
５ 「発行者の名称」の欄には、国名及び当該発行者が監督を受けている外国の当局の
有無並びに当該当局がある場合にあっては、その名称及び当該監督の主な内容を含め
て記載すること。
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